
平成２３年度実施方針 

 

 

新エネルギー部 

 

 

１. 件 名：プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム 

（大項目）  風力等自然エネルギー技術研究開発 

 

２. 根拠法 

研究開発項目① 次世代風力発電技術研究開発 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第１項第１号イ」 

研究開発項目② 洋上風力発電等技術研究開発 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第１項第１号イ及

び第 3 号」 

研究開発項目③ 風力発電系統連系対策助成事業 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第１項第 3 号」 

研究開発項目④ 海洋エネルギー技術研究開発 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第１項第１号イ」 

 

３. 背景及び目的、目標 

本研究開発は、｢エネルギーイノベーションプログラム｣の一環として実施する。  
２００５年２月に発効した京都議定書及び２００５年３月に制定された新エネルギー

技術開発プログラム、２００８年４月に制定されたエネルギーイノベーションプログ

ラム、２０１０年６月に改訂されたエネルギー基本計画への対応として、環境負荷が

少ない石油代替エネルギーの普及に向けた新たな技術の開発及びコスト低減・性能向

上のための戦略的取り組みが必要とされている。  
本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤ

Ｏ」という。）が、中・長期的視野に立ち、風力発電を初めとした自然エネルギー利用

技術に係る技術開発や実証研究等を行い、風力発電等の自然エネルギーの更なる導入

促進・普及拡大、温室効果ガス排出量の削減に貢献することを目的、目標とする。  
 

４．進捗（達成）状況 

（１）平成２２年度事業内容 

研究開発項目毎の別紙に記載する。  
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（２）実績推移 

 実績額（百万円） 

（①②需給③電源） 

特許出願件数 

（件） 

論文発表数 

（報） 

フォーラム等 

（件） 

年 度 ２０ 

年度 

２１

年度 

２２

年度 

２０

年度

２１

年度

２２

年度

２０

年度

２１

年度

２２

年度 

２０

年度 

２１

年度

２２

年度

① 次 世 代 風

力 発 電 技 術

研究開発 

 

197 429 

 

1203 0 0 0 0 2

 

21 

 

0 10 2

② 洋 上 風 力

発 電 技 術 研

究開発 

 

187 247 

 

2167 0 0 0 0 0

 

0 

 

0 0 2

③ 風 力 発 電

系 統 連 系 対

策助成事業 

12 1680 

 

1072 ― ― ― ― ―

 

― 

 

― ― ―

④ 海 洋 エ ネ

ル ギ ー 技 術

研究開発  

 

― 

 

― 

 

― ― ― ― ― ― ― 

 

― ― ―

 

５．事業内容 

（１）平成２３年度事業内容 

研究開発項目毎の別紙に記載する。 

（２）平成２３年度事業規模 

需給勘定  ５，３８０百万円（新規・継続） 

電源勘定    ２５０百万円（継続） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

６．事業の実施方式 

  研究開発項目毎の別紙に記載する。 

 

７．その他重要事項 

  研究開発項目毎の別紙に記載する。 

 

８．スケジュール 

  研究開発項目毎の別紙に記載する。 

 

９．実施方針の改訂履歴 

（１）平成２３年３月３１日、制定。 

（２）平成２３年６月１４日、「次世代風力発電技術研究開発」について体制変更、

「洋上風力発電等技術研究開発」について研究開発内容を追記、「海洋エネル

ギー技術研究開発」を新規で追加。 
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（別紙） 

 

研究開発項目①「次世代風力発電技術研究開発」  
我が国の風力発電導入拡大を目的に、我が国特有の外部条件に適した風車設計を容

易に行えるよう基礎・応用研究を行うとともに、高々度での風況観測を容易にするた

めのリモートセンシング技術を確立する。また、全国規模での落雷電流計測、落雷様

相観測による落雷特性を把握・分析し、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、

風力発電設備に対してより効果的な落雷保護対策技術を確立する。また、故障・事故 

情報を収集分析し、新たな技術開発課題を抽出する。さらに、風車音の実態を把握し、

風車音低減対策の効果・検証を行うとともに、発電事業者が事業計画を立案する段階

のツールとして、風車音予測手法の開発を行う。 

 
１．平成２２年度（委託）事業内容  
（１）基礎・応用技術研究開発 

我が国の風条件に適合する風特性モデルの開発とそれを応用した技術開発を行う

ことを目的として、独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門

ターボマシングループ 研究員 小垣 哲也氏をプロジェクトリーダーとし、平成

２２年度は以下の研究開発を実施した。 

 

ⅰ）複雑地形における風特性の精査 

平成２１年度に引き続き、実際の複雑地形（２地点）における風計測を実施し

た。また、風計測マストの拡張及び風速計の増設を行い、複雑地形において取得

する風データの信頼性向上を図った。これによって、国際的にも計測事例の少な

い、複雑地形での乱流・ガスト特性の鉛直方向分布等の貴重なデータを取得した。 

 

ⅱ）複雑地形ＣＦＤシミュレーション及び風洞実験技術の高度化 

平成２１年度に引き続き、風力発電サイトの風特性解析に特化したＣＦＤシミ

ュレーション手法、及び得られたデータの解析手法の高度化を図った。また、Ｈ

２１年度までに高度化した手法を用い、複雑地形における風洞実験及びＣＦＤシ

ミュレーションを実施し、実際の複雑地形（鹿児島県いちき串木野市）において

計測した乱流・ガストといった風特性と比較・検証した。その結果、流入乱流量

を変化させることで観測地点における乱流強度の再現性が向上することを確認し

た。 

 

ⅲ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 

平成２１年度までに実施したＮＥＤＯ ＦＴ／ＧＬデータの解析に加え、風向

別の地形複雑度指数と乱流強度を算出し両者の関係性を評価した。また、厳しい

風特性モデルが実際の風車設計に与える影響を、空力荷重解析により評価した。

これにより複雑地形風特性モデル（ＮＴＭなど）素案の評価とＩＥＣ国際標準提

案に向けた裏付け結果の拡充を図った。 
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ⅳ）リモートセンシング技術の精度・信頼性調査 

風速のリモートセンシング技術の精度・信頼性の評価のため、ＬＩＤＡＲ（Laser 

Imaging Detection and Ranging の略。リモートセンシング技術の一）及びＳＯ

ＤＡＲ（SOnic Detection And Ranging の略。リモートセンシング技術の一）を

実際の複雑地形に設置し、別途設置されている従来の風速計測手法（風計測マス

ト＋カップ式風速計）と同時計測を実施した。また、ＣＦＤシミュレーション技

術を援用し、複雑地形におけるリモートセンシング技術の誤差要因を解明した。 

 

ⅴ）リモートセンシング技術の応用研究 

主として文献調査により、リモートセンシング技術を用いた風力発電の年間発

電量評価手法に関する最新技術動向を調査し、課題を抽出した。 

 

ⅵ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 

平成２１年度に引き続き、次世代風力発電基礎応用技術研究開発・ＩＥＡ風力

国内委員会を設置し、ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の参画を支援した。また、ＩＥ

Ａ Ｗｉｎｄ実施協定の各種タスクに参加し、風力発電の最新技術に関する国際

共同活動に参画するとともに、本事業における成果を国際発信した。  

 

（２）自然環境対応技術等 

全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による落雷特性を把握・分析し、高精

度落雷リスクマップを作成するとともに、風力発電設備に対してより効果的な落雷

保護対策技術を確立することを目的に、平成２２年度は以下の研究開発を実施した。 

 

ⅰ）落雷保護対策 

①全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 

・２５ヶ所の計測地点（うち１２ヶ所で様相観測も同時実施）での結果から、

計測値等の特性を整理した。２年間の累計データから、電荷量の値で、最大

１０００Ｃ程のデータを始めとして１０％程がＩＥＣ保護レベルⅠの３００

Ｃを超えており、日本の雷性状は国際規格と明確に差異があることが示され

た。また、各パラメータの特性の検討を行った結果、被害の有無と電荷量の

大きさ、被害の発生頻度と相関の可能性が示唆された。 

②落雷被害詳細調査 

・平成２２年度に引続き、落雷特性・落雷保護対策と被害実態との相互の関係

を把握することを目的として、風力発電事業者等を対象としたアンケート調

査を実施した。回答のあったものから順次整理を行い、落雷被害状況の整理

を開始して、被害の程度や地域分布、被害率の算定など行った。・事業者等か

らの落雷被害情報を踏まえ、現地ヒアリング調査を実施した。 

③落雷保護対策の検討 

・計測・観測、アンケートなど、これまでの検討結果を整理し、部位別の被害

状況の把握、現在の保護対策の状況把握、部位別の保護対策の分析を実施し

た。 

4 
 



④全体取りまとめ 

・事業を進めるにあたって、風力発電及び雷に関する知見を有する外部有識者

で構成される委員会「落雷保護対策検討委員会」を設置し、実施内容・調査

結果等に関して審議・検討を実施した。 

 

ⅱ）故障・事故対策調査 

①調査の方向付けや故障事故情報に関する審議を行うため、「風力発電故障・事故

対策調査委員会」を設置し、運営を行った。 

②故障・事故データの収集分析、データベースの作成、故障・事故対策事例集の

作成、技術開発課題等の抽出を行った。 

 

ⅲ）風車音低減対策 

 
①風車音の現状把握  
・ 風車音計測のための風防（防風スクリーン）の整備と風車音（低周波音含む）

を長期間にわたって自動測定・記録する「風車音監視システム」の開発を行い、

実際の計測に活用して新たな計測手法を確立した。  
・複数機種の風車を対象としてナセル･タワーにおける振動･固体伝搬音計測、

音源探査等を実施し、得られたデータから風車音の発生メカニズム（ナセル放

射音、タワー固体音、空力音等）とそれぞれの周波数特性について検討し、風

車音低減対策の基礎資料とした。  
・風車音の伝搬特性に関する計測を行い、地形、風速等による減衰特性等を明

らかにした。  
②  風車音低減対策の検討と検証実験  

風車音の機械音と空力音に係る低減対策について検討し、風車音の計測結果も

踏まえた風車音低減対策を選定して、以下に示す検証を行い実際の低減効果を確

認した。  
・  空力音の低減対策として、ブレード（翼）の種々の形状を試作して風洞実験

により性能を比較し、風車音低減に効果的な形状を選定した。さらに、選定さ

れた新型ブレードを実機に装着し、風車音を計測することにより風車音低減効

果を明らかにした。  
・ 機械音の低減対策として、冷却ファンの排気ダクト開口部の改良による風車

音低減効果について検証実験を行った。ナセル最後尾を模した試験体を製作し、

様々なタイプの排気ダクトについて風車音低減効果を定量的に把握し、適切な

排気ダクト形状を選定した。 

 

２．平成２３年度（委託）実施内容 

 

（１）基礎・応用技術研究開発 

独立行政法人産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門ターボマシングルー

プ 研究員 小垣哲也氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
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ⅰ）複雑地形における風特性の精査 

実際の複雑地形（いちき串木野，大月）における信頼性の高い風計測を継続し、

取得したデータの詳細解析を実施することにより、センサー別の計測信頼性の評

価、運転中の極値突風（ＥＯＧ）・極値風向変化（ＥＣＤ）等の評価を実施する。 

 

ⅱ）複雑地形ＣＦＤシミュレーション及び風洞実験技術の高度化 

本実施項目は、平成２２年度で終了。 

 

ⅲ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 

本事業で取得した実際の複雑地形における風データの詳細解析により、これま

で明らかになっていない複雑地形における運転中の極値突風（ＥＯＧ）・極値風向

変化（ＥＣＤ）等を評価し、本事業で開発した標準乱流モデルとの整合性を確認

する。 

 

ⅳ）リモートセンシング技術の精度・信頼性調査 

実際の複雑地形におけるＬＩＤＡＲ、ＳＯＤＡＲ、従来の風計測手法による風

計測を継続することにより長期間のデータを収集し、複雑地形におけるリモート

センシング技術の精度・信頼性を評価する。また、ＣＦＤシミュレーション技術

を援用したリモートセンシングによる風計測技術の精度・信頼性改善手法を開

発・評価する。 

 

ⅴ）リモートセンシング技術の応用研究 

大月ウィンドファームにおけるリモートセンシング計測値と風車のＳＣＡＤＡ

データにより、日本の複雑地形に適した年間発電量評価手法を開発する。 

 

ⅵ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 

ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の各種タスクに参加し、風力発電の最新技術に関す

る国際共同活動に参画するとともに、本事業における成果を国際発信する。また、

次世代風力発電基礎応用技術研究開発・ＩＥＡ風力国内委員会を運営し、これら

の活動を支援する。 

 

ⅶ）小形風車の性能・信頼性・安全性等の技術的評価確立 

住居・ビル等の建物屋上や山岳地域などの複雑地形への設置を考慮した小形風

車及び垂直軸型の小形風車の設計要件や各種技術評価方法を確立するため、風洞

実験、ＣＦＤシミュレーション及びフィールド試験を実施し各種基礎データを取

得するとともに、パラメータ調査及び詳細解析を実施することによって、設計要

件、各種技術評価方法を開発する。また、小形風車本体に対する現状の試験技術

をベースとした各種の試験（耐久性試験、性能試験、騒音試験、荷重計測等）を

複数のサイト及び複数の機種を用いて実施し、得られたデータを基に技術評価を

試行することによって課題の抽出と検証を行う。 
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また、小形風力発電システムの系統連系に関係する事項については、太陽光発

電システム等と同レベルの認証の開始を目指し、小形風力発電システム特有の発

電事象に対する評価方法を検討し、試験方法を開発する。 

さらに、小形風力発電システムに関する国内の専門家を招集した「小形風車認

証制度検討委員会」を設置し、各種小形風車認証試験手法の詳細仕様・基準、小

形風力発電システムの認証のための技術基準、関連法規との技術的整合性（建築

基準法，電気保安法等）、設置技術等に関する調査と検討を行い、各種の技術基準

を提案する。 

 

ⅷ）数値シミュレーション技術を用いた風車性能評価技術等の国際標準化に係る研

究開発 

ＩＥＣ／ＴＣ８８（風力タービン）における風車の出力性能計測方法について、

我が国が主体的に提案をしている数値シミュレーションモデルによる風車流入風

速推定方法（ＮＳＣ）の標準化に資するための実証データを取得する。平成２３

年度は、以下の項目を実施する。 

・ＣＦＤ及び屋外計測評価のための大型風洞を用いた地形モデル周りの流れ計

測 

・欧州で実施された屋外計測の評価のための風洞実験 

・高精度ＣＦＤシミュレーションのための粗度モデルの開発 

・風向変動特性評価のためのＣＦＤシミュレーション技術の開発 

・ＮＳＣ素案作成のための海外調査 

 

（２）自然環境対応技術等 

平成２３年度は、以下の業務を実施する。 

 

ⅰ）落雷保護対策 

①全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 

２５ヶ所の計測地点（うち１２ヶ所で様相観測も同時実施）での結果から、

計測値等の特性を整理する。また平成２２年度に引き続きデータ計測を実施す

る。 

②落雷被害詳細調査 

平成２２年度に引き続き、風力発電事業者等を対象としたアンケート調査を

実施する。また、事業者等からの落雷被害情報を踏まえ、必要に応じて現地ヒ

アリング調査を実施する。 

③落雷保護対策の検討 

計測・観測、アンケートなど、これまでの検討結果を整理し、部位別の被害

状況の把握、現在の保護対策の状況把握、部位別の保護対策の分析を実施する。 

④実機規模・実雷による落雷保護対策の検証 

落雷強度(特性)とブレードの落雷保護対策の相関を検証し、有効な保護対策

を確立するために、落雷電流計測・落雷様相観測の地点などで、実機規模・実

雷により検証する。また、試験を行うブレードの種類については、既設のブレー
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ドや有効と考えられる保護対策を施したブレード等について試験を実施する。

なお、対策の検証にあたっては、ＩＥＣの保護レベルと同等か、それ以上での

電荷量、比エネルギー量の水準での損傷の有無の確認を行う。 

⑤全体とりまとめ 

上記の検討結果を踏まえ、高精度落雷リスクマップを作成する。また、日本

型風力発電ガイドラインへの反映について検討する。その他、平成２２年度に

引き続き、事業を進めるにあたって、風力発電及び雷に関する知見を有する外

部有識者で構成される委員会「落雷保護対策検討委員会」を運営し、実施内容・

調査結果等に関して審議・検討を実施する。 

 

ⅱ）故障・事故対策調査 

本実施項目は、平成２２年度で終了。 

 

ⅲ）風車音低減対策 

本実施項目は、平成２２年度で終了。 

 

ⅳ）風車音予測手法の開発 

平成２３年度は、基本計画に基づき公募により委託先を選定し、以下の研究開発

を実施する。 

①風車音源モデルの開発 

複雑地形に適した非線形風況解析モデルを応用し、風車毎の風況の空間的違

いと時刻歴での変動を考慮した風車音源の特性を把握する。平成２３年度は、

実機の風車音を計測することにより風車音源モデルの高度化を図る。 

②ウィンドファーム合成音モデルの開発 

  風況や地形による影響を考慮し、個々の風車からの風車音の合成音がウィン

ドファーム内部でどのように分布するのか、音の伝搬状態を把握する。平成 23

年度は既存音伝搬モデルに風車音源モデルを組込み、ウィンドファーム合成音

をシミュレーションする。 

③フィールド試験  

  シミュレーション精度を検証するため、複数台の風車が設置されたウィンド

ファームでフィールド試験を実施する。平成２３年度は、計測準備及び予備試

験を行う。 
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平成２３年度事業実施体制図 

①「次世代風力発電技術研究開発」 

（１）基礎・応用技術研究開発 

【実施体制図】 

ⅰ）複雑地形における風特性の精査～ⅶ）小形風車の性能・信頼性・安全性等の技術的評価確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

指示・協議 

ＮＥＤＯ 

 

国立大学法人東京大学 

研究実施場所：東京大学大学院工学研究科 

研究項目 

・大規模 CFD シミュレーション技術の高度化 

・小形風車の技術的評価手法の実証・開発（翼試験手法の実証・開発） 

(社)日本電機工業会 

研究実施場所：電機工業会館 

実施項目 

・IEA WIND 国内委員会 

・ IEC 国内委員会  
・小形風車の技術的な評価確立に必要な課題抽出  
・小形風車の各種基準・マニュアルの関する調査、検討及び策定  

伊藤忠テクノソリューションズ(株) 

研究実施場所：霞ヶ関オフィス 

研究項目 

・複雑地形における風特性の精査 

・複雑地形 CFD シミュレーションの高度化 

・リモートセンシング技術を応用した風力発電量予測の確立  
・小形風車の技術的な評価確立に必要な課題抽出  
・小形風車の技術的評価手法の実証・開発（含む評価試験サイトの選定） 

（独）産業技術総合研究所 

研究実施場所：つくば東事業所及びつくば北センター 

研究項目 

・複雑地形における風特性の精査 

・複雑地形 CFD シミュレーション及び風洞実験技術の高度化 

・複雑地形風特性モデルの開発・検証と IEC 標準化 

・リモートセンシング技術の仕様～精度・信頼性の評価～観測手法の確立 

・小形風車の技術的な評価確立に必要な課題抽出 

・小形風車の技術的評価手法の実証・開発 

国立大学法人三重大学 

研究実施場所：三重大学工学部 

研究項目 

・リモートセンシング機器による計測・分析 

・小形風車の技術的評価手法の実証・開発（垂直軸型風車に係る設計手法） 

プロジェクトリーダー 
・所属 (独)産業技術総合研究所 
・役職名 研究員 
・氏名 小垣 哲也

委託研究（NEDO 負担率１/１） 

再委託  

(財)電気安全環境研究所 

研究実施場所：鶴見オフィス 

研究項目 

・小形風力発電システム系統連系装置の試験方法の作成 
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【実施体制図】 

ⅷ）数値シミュレーション技術を用いた風車性能評価技術等の国際標準化に係る研究開発 

 

 

ＮＥＤＯ  

 

 

 

 

国立大学法人東京大学 

研究実施場所：東京大学先端科学技術研究センター 

研究項目 

・数値シミュレーションモデルの検証 

 

 

 
・数値シミュレーションによる風車性能評価、解析結果の評価 

(株)風力エネルギー研究所 

研究実施場所：本社(東京都) 

実施項目 

・風洞実験データ及び解析結果の評価 

・数値シミュレーションの実施

国立大学法人九州大学 

研究実施場所：九州大学応用力学研究所 

研究項目 

・数値シミュレーションによる風車性能評価、解析結果の評価 

委託 
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（２）自然環境対応技術等 

ⅰ）落雷保護対策 

 

【実施体制図】 

 

 

（株）東洋設計  

研究実施場所 

東京支社（東京都） 

研究項目 

・落雷電流計測・落雷様相観測 

・落雷被害詳細調査 

・実雷による保護対策検証 

・落雷リスクマップ作成 

・保護対策とりまとめ 

（株）応用気象エンジニアリング 

研究実施場所 

本社（東京都） 

研究項目 

・LIDEN データと計測データとの比

較検討及び地域特性の把握 

 委託  

（株）フランクリン・ジャパン  

研究実施場所 

本社（神奈川県） 

研究項目 

・JLDN データと計 測 データとの

比 較 検 討 及 び 地 域 特 性 の 把

握 

再委託 

 

ＮＥＤＯ  
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ⅳ）風車音予測手法の開発 

 

【実施体制図】 

 

 
ＮＥＤＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委託

 

伊藤忠テクノソリューションズ(株) 国立大学法人東京大学 

研究実施場所 

 霞ヶ関オフィス 

研究項目 

・最先端ウィンドファーム合成音モデル 

の構築 

・最先端風車音源モデルの実用化  

研究実施場所 

 先端科学技術研究センター 

研究項目 

・最先端風車音源モデルの構築 

・最先端風車音予測モデルの高度化  
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（別紙）  
 
研究開発項目②「洋上風力発電等技術研究開発」 

我が国は、平野部における陸上風力発電の適地が減少傾向にあり、山岳部ではアク

セス道路整備などのコスト負担が増加していることから、今後の風力発電導入拡大に

は長い海岸線の特徴を活かした洋上風力発電の導入が不可欠である。また、遠浅な海

岸線が少ないことから、着床式風力発電のみならず浮体式風力発電の導入も視野に入

れる必要がある。さらに、現状の風車技術では限界とされている５ＭＷクラスを超え

るためには革新的な技術的ブレークスルーが求められている。 

本事業では我が国特有の海上風特性や気象・海象条件を把握し、洋上環境影響評価

手法を確立するとともに、実際に洋上に風力発電機を設置して性能評価等を行う。ま

た浮体式洋上風力発電について、フィージビリティスタディ（ＦＳ）を実施し、実証

研究の実現可能性を調査・評価する。さらに革新的な超大型風力発電システムに係る

技術開発を行う。 

 

１．平成２２年度（委託、共同研究）事業内容 

〔委託事業〕 

国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 教授 石原孟氏をプロジェク

トリーダーとし、平成２２年度は以下の研究開発を実施した。 

 

 （１）洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

本実施項目については平成２０年度で終了した。 

 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

ⅰ）洋上風況観測システム技術の確立 

①洋上風況観測システムの策定 

銚子沖グループでは、洋上風況観測システムの策定に向けた風況観測詳細計

画の立案、ドップラーライダーの性能評価、海象データの回収及び整理を実施

した。また風況観測システムの詳細設計を実施し、風況観測タワー、タワー基

礎等の製造を開始した。北九州市沖グループでは、海域調査、詳細設計及び統

合解析モデルの開発を行った。 

②気象・海象（海上風、波浪/潮流）特性の把握・検証 

 風況シミュレーションを用いて常時風及び極値風の検証を行った他、波浪シ

ミュレーションを用いて常時波及び極値波の検証を実施した。 

③環境影響調査 

 周辺環境の現況と、洋上観測タワーを設置することによる影響を把握するた

め、生態系（底生生物、海鳥、海産哺乳類、漁業生物）等について調査を実施

した。 

ⅱ）環境影響評価手法の確立等 

平成２１年度に引き続き国内外の環境影響評価手法の情報を収集・整理し、

これらの情報を元に環境影響評価手法の検討を行った。また、洋上風力発電等

13 
 



技術研究開発委員会を開催し、洋上風況観測システム実証研究（洋上風況観測

システム技術の確立、環境影響評価手法の確立等）及び洋上風力発電システム

実証研究の実施内容等に関して審議・検討を実施した。 

 

（３）海洋エネルギー先導研究 

海洋エネルギーに関する調査研究では、我が国の海域特性を踏まえた海洋エネ

ルギー利用に係わる研究開発を実施し、４件の先導的な海洋エネルギーに関する

基礎的な特性把握、発電効率の向上を達成し、実用化開発に向けての見通しを得

た。また、海洋エネルギーのポテンシャルについて調査を実施し、国内における

海洋エネルギーの賦存量、エネルギー密度マップ、導入可能量等を整理した。 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（４）洋上風力発電システム実証研究 

ⅰ）国内の洋上環境に適した洋上風力発電システムの策定 

洋上での塩分を含む腐食性の外気環境に対応できるシステムや、基礎の効率

的な設置方法等に係る研究開発を行った。また、実際に設置する洋上風力発電

システムの詳細設計を行い、洋上風車及び基礎の製作を開始した。 

その他、動解析モデルの高度化に向けた、構造データを計測するための計画

の立案、動解析モデルの高度化、実証試験機のＦＥＭモデルによる洋上風力発

電設備の応答に関する予備解析等を実施した。 

ⅱ）洋上風力発電システムの保守管理技術の開発 

メンテナンス性の高度化、運転制御の高度化及び運転監視の高度化に向けた

計画の作成、詳細設計及び装置製作を行った。 

ⅲ）環境影響調査 

環境影響調査の詳細計画立案、関係機関説明、事前調整・手続き及び設置前

調査を実施し、収集したデータの整理・解析を行った。 

 

２．１ 平成２３年度（委託、共同研究）実施内容 

国立大学法人東京大学大学院 工学研究科 教授 石原孟氏をプロジェクト

リーダーとし、その下で連携を取りつつ、以下の研究開発を実施する。 

 

〔委託事業〕 

（１）洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

本実施項目については平成２０年度で終了。 

 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

洋上に設置する風況観測システムを製作する。また、生態系への影響を評価す

るためのモニタリングも実施して、洋上環境影響評価手法を検討する。 

ⅰ）洋上風況観測システム技術の確立 

①洋上風況観測システムの策定 

銚子沖グループでは、平成２２年度に引き続き洋上風況観測システムを製作

する。海象データについては、平成２２年度に続き海象データの回収及び整理
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を実施する。北九州市沖グループでは、風況観測システムの詳細設計を実施し、

風況観測タワー、タワー基礎の製作等を開始する。 

②気象・海象（海上風、波浪/潮流）特性の把握・検証 

 平成２２年度に引き続き風況シミュレーションを用いて常時風及び極値風の

検証を行う他、波浪シミュレーションを用いて常時波及び極値波の検証等を実

施する。 

③環境影響調査 

 平成２２年度に引き続き、周辺環境の現況と、洋上観測タワーを設置するこ

とによる影響を把握するため、生態系（底生生物、海鳥、海産哺乳類、漁業生

物）等について調査を実施する。 

ⅱ）環境影響評価手法の確立等 

平成２２年度に引き続き、国内外の環境影響評価手法の情報収集及び整理を

行うとともに、これらの情報を元に環境影響評価手法の検討を行う。また、洋

上風力発電等技術研究開発委員会を運営し、洋上風況観測システム実証研究（洋

上風況観測システム技術の確立、環境影響評価手法の確立等）及び洋上風力発

電システム実証研究に対して有識者の知見を収集する。 

 

（３）海洋エネルギー先導研究 

波浪発電機能を持つ波浪推進システムの研究開発においては、強制動揺試験解

析を行い、発電効率の推定及びデータのとりまとめを実施する。 

 

（４）浮体式洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

現在検討されている様々な浮体式洋上風力発電について、体系的に整理し、そ

れらの特徴や技術的な課題等を基礎調査として取りまとめる。これに基づき、必

要に応じ、実証試験の意義及び海域調査、全体設計などのＦＳを実施し、実証研

究の実現可能性を調査・評価する。 

 

（５）洋上ウィンドファーム・フィージビリティスタディ（ＦＳ） 

国内洋上ウィンドファームにおける事業性及び実現可能性を評価し、併せて技

術的課題の対策を検討する。全国数カ所の洋上ウィンドファーム有望海域でＦＳ

を実施し、これに基づき実現可能性を調査する。 

 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（６）洋上風力発電システム実証研究 

洋上に設置する風力発電システムを製作する。また、洋上風況観測システム実

証研究と協調しながら、生態系への影響を評価するためのモニタリングも実施し

て、洋上環境影響評価を取りまとめる。 

 

ⅰ）国内の洋上環境に適した洋上風力発電システムの開発 

実証研究に供する洋上風力発電システムの製作する。また、平成２２年度に

引き続き、塩害対策技術や、基礎の効率的な設置方法等に係る研究開発を行う。 
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ⅱ）洋上風力発電システムの保守管理技術の開発 

メンテナンス性の高度化、運転制御の高度化及び運転監視の高度化に向け、

平成２２年度に設計及び製作したメンテナンス高度化装置、運転制御装置及び

運転監視装置の検証を開始する。 

ⅲ）環境影響調査 

平成２２年に作成した詳細計画に基づき、設置前調査及び供用中調査を実施

する。 

 

２．２ 平成２３年度（助成）事業内容 

〔助成事業（ＮＥＤＯ負担率：１／２以内）〕 

（４）超大型風力発電システム技術研究開発 

超大型風力発電システムを確立するために必要となる革新的なドライブトレイ

ン、長翼ブレード、及びメンテナンス性を向上させる遠隔監視技術開発（コンディ

ショニングモニタリングシステム等）の技術開発を実施する。 

 

３. その他重要事項 

（１）事業評価に関する事項 

ＮＥＤＯは技術的及び政策的観点から、事業の意義、成果及び普及効果等につい

て、事業評価を平成２３年度事業終了後速やかに実施する。 

 

（２）運営・管理 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の

研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確

保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究

開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）複数年度契約の実施 

平成２３年度に新規に採択する研究開発テーマについては、原則として、単年度

もしくは平成２３年度～平成２４年度の複数年度契約を締結する。 
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平成２３年度事業実施体制図 

②「洋上風力発電等技術研究開発」 

（２）洋上風況観測システム実証研究 

 

【実施体制図】 

 

 

 

 
プロジェクトリーダー：石原孟（東京大学大学院工学系研究科教授） 

ＮＥＤＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）洋上風力発電システム実証研究 

 

 

 

東京電力株式会社  
 

 

・ 研 究 実 施 場 所 ： 

本 店 技 術 開 発 研 究 所 （神 奈 川

県 横 浜 市 ） 

 

・ 研 究 項 目 ： 

 洋 上 風 況 観 測 シ ス テ ム の

設 計 と建 設  

 洋 上 風 況 と 波 浪 の 観 測 と

特 性 把 握  

 環 境 影 響 調 査  

 

 

主 要 研 究 員 ：石 原 孟  

 

・ 研 究 実 施 場 所 ： 

東 京 大 学 大 学 院 工 学 系 研 究

科 （東 京 都 文 京 区 ） 

・ 研 究 項 目 ： 

 洋 上 風 況 と波 浪 の数 値 シミ

ュレーション手 法 の検 証 と高

度 化  

委託 

電源開発株式会社  
 

 

・ 研 究 実 施 場 所 ： 

本 店 （東 京 都 中 央 区 ） 

・ 研 究 項 目 ： 

 研 究 の全 体 統 括  

 洋 上 風 況 観 測 システムの設 計  

 洋 上 風 況 と 波 浪 の 観 測 と 特 性 把

握  

 環 境 影 響 調 査  

 

 

 

 

 

 

 

・ 研 究 実 施 場 所 ： 

本 社 （東 京 都 千 代 田 区 ） 

 

・ 研 究 項 目 ： 

 国 内 外 の環 境 影 響 評 価 手

法 の取 りまとめ 

 環 境 影 響 評 価 項 目 の設 定  

 評 価 委 員 会 の運 営  

 （独）港湾空港技術研究所  
 

・ 研 究 実 施 場 所 ： 

研 究 所 （神 奈 川 県 横 須 賀 市 ） 

・ 研 究 項 目 ： 

 洋 上 風 況 と波 浪 の数 値 シミュレーシ

ョン手 法 の検 証  
 

伊藤忠テクノソリューションズ

（株） 

 

・ 研究実施場所： 

霞ヶ関オフィス（東京都千代田区） 

・ 研究項目： 

 洋上風況観測システムの詳細設

計 

 洋 上 風 況 と 波 浪 の 数 値 シ ミ ュ

レーション手法の検証 

 洋上風況と波浪の観測と特性把

芙蓉海洋開発株式会社  
 

 

・ 研 究 実 施 場 所 ： 

本 社 （東 京 都 台 東 区 ） 

・ 研 究 項 目 ： 

 調 査 時 期 の設 定  

 調 査 方 法 の設 定  

 影 響 ・予 測 手 法 の設 定  

 

 

洋上風況観測システム技術の確立  環境影響評価手法の確立等  

イー・アンド・イーソリ
ューションズ株式会社 

東京大学大学院工学系
研究科社会基盤学専攻  
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平成２３年度事業実施体制図 

②「洋上風力発電等技術研究開発」 

（３）洋上風力発電システム実証研究 

NEDO 

指示・協議  

プロジェクトリーダー  

・所 属 東京大学大学院工学系研究科  

・役職名 教 授  

・氏 名 石原 孟  

【再委託先】  

共同研究 

（NEDO 負担率 2/3） 

 

国立大学法人東京大学  

三菱重工業株式会社  

鹿島建設株式会社  

東京電力株式会社  

【再委託先】  

  

 

五洋建設株式会社  電源開発株式会社  

新日鉄エンジニアリング株式会

株式会社日本製鋼所  

（洋上風力発電システムの施工方法の開発）  

（洋上風力発電支持構造 (鋼構造 )の  

設計方法の開発）  

（洋上風車及び保守管理技術の開発）  

共同研究 

（NEDO 負担率 2/3） 

（洋上風力発電システムの設計・開発、

運転管理技術の開発及び環境影響調査）
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平成２３年度事業実施体制図 

②「洋上風力発電等技術研究開発」 

ⅳ）浮体式洋上風力発電実証研究フィージビリティスタディ（ＦＳ）調査・評価 

浮体式洋上風力発電実証研究に係る基礎調査 

ＮＥＤＯ 

委託 

独立行政法人 

海上技術安全研究所 

芙蓉海洋開発 

株式会社 

イー・アンド・イー 

ソリューションズ 

株式会社 
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平成２３年度事業実施体制図 

②「洋上風力発電等技術研究開発」 

ⅶ）超大型風力発電システム技術研究開発 

 

助成（NEDO 負担率 １/２） 

三菱重工業株式会社  

研究項目： 

 ドライブトレイン開発 

 長翼開発（開発・試作、荷重試験） 

 遠隔監視システム開発（開発・試作、機能試験） 

ＮＥＤＯ 
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（別紙）  
 
研究開発項目③「風力発電系統連系対策助成事業」  
 

１．事業内容 

１．１ 事業概要 

  周波数変動対策による風力発電の導入制約が発生している国内電力会社の管内に

おいて、新たに２０００ｋＷ以上の風力発電機を設置する事業者に対し、蓄電池等

電力貯蔵設備の設置に必要な事業費の一部に対する助成を行うとともに、そこから

得られる風力発電出力、風況データ、気象データ等の各種データを設置後原則２年

間取得し、分析・検討を行って蓄電システムの研究に活かす。 

 

１．２ これまでの事業実施状況 

（１）応募件数及び採択件数 

 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

応募 採択 応募 採択 応募 採択 応募 採択 

１ １ ３ ３ １ １ ０ ０ 

 

（２）継続・終了実績 

 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

継続

件数 

終了

件数 

継続

件数 

終了

件数 

継続

件数 

終了

件数 

継続

件数 

終了

件数 

継続

件数 

終了

件数 

１ ０ ３ １ ３ １ ２ １ ０ ２ 

 

 

２．事業の実施方式 

２．１ 実施体制 

 

ＮＥＤＯ  

 

助成率：1/3以内相当 

助成事業者  

 

 

２．２ 公募 

平成２３年度は新規公募は行わない。 
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３．その他重要事項 

３．１ 評 価 

 ＮＥＤＯは、我が国の政策的及び技術的な観点及び事業の意義、成果及び普及等

の観点から、事業評価実施規程に基づく事業評価を今年度事業終了後、速やかに実

施する。 

 

３．２ 継続事業の取り扱いについて 

平成２０年度採択助成先 

  ・胎内風力発電株式会社 

 平成２１年度採択助成先 

・吹越台地風力開発株式会社 
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（別紙）  
 
研究開発項目④「海洋エネルギー技術研究開発」 

 海洋エネルギー発電技術は研究開発にとどまっており、世界的に未だ市場が形成さ

れていない。その要因としては、発電システムが高コストであることなどがあげられ

る。本事業では、波力と潮流を中心とした実証研究や要素技術開発を実施し、海洋エ

ネルギー発電技術を確立する。そして海洋エネルギー発電の導入や我が国企業の国際

競争力の強化に資することを目的とする。 

 

１．平成２３年度（委託、共同研究）事業内容 

〔共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）〕 

（１）海洋エネルギー発電システム実証研究 

 ⅰ）フィージビリティスタディ 

 波力発電、潮流発電を対象とした実証研究実施に当たってのフィージビリティス

タディ（FS）を実施する。これに基づき実証研究の実現可能性を調査する。  
①自然条件の調査  
 波力や潮流エネルギーの計測及びシミュレーションの他、水深、海底条件など

実証研究に必要な自然条件について把握する。  
②社会条件の調査  
 現地における法規制、系統接続、航路情報、国定公園、保護対象生物の分布等

の社会条件について把握する。その他、観光産業などの地場産業の構造を背景と

した海洋エネルギー発電技術の社会受容性についても把握する。  
③全体設計及び実施計画案の作成  
 上記調査に基づいたシステムの全体設計及び作業スケジュール等の検討を基

に実施計画案の作成を行い、実現可能性を調査する。  
④事業性評価  
 事業を実施する上での、設置・運用・メンテナンスの費用や発電コスト等の試

算を行う。  
 なお、FS については、外部有識者からなる専門家委員会により最終的な実現

可能性を評価する。  
ⅱ）発電システム実証研究 

 本実施項目については、実現可能性を評価した結果を踏まえ実施する。 

 

〔委託事業〕 

ⅱ）次世代海洋エネルギー発電技術研究開発  
 海流発電、海洋温度差発電を対象とし、実用化の阻害要因となっている発電コス

トの低減に資する要素技術開発を実施する。  
①海流発電の要素技術開発  
 浮体や発電機、係留技術等の要素技術について、設置・運用・メンテナンスや

発電コストの低減に資する要素技術開発を実施する。  
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②海洋温度差発電の要素技術開発  
 熱交換器等の要素技術について、正味発電量の増加によるサイクル熱効率の向

上に資する要素技術開発を実施する。  
 

[委託事業] 

ⅲ）海洋エネルギー発電技術共通基盤研究  
 海洋エネルギーに関する費用対効果について、国内外の政策や市場動向等を情報

収集し、分析する。 

 また、海洋エネルギー発電システムの発電コスト、発電効率や発電特性等の性

能・信頼性を評価する手法について、取りまとめる。  
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２．事業の実施方式 

（１）実施体制 

NEDO 

三井造船(株） 
 ・波力発電（機械式波力発電）  
 ・実証研究 

東京大学 波況及び流況の解析、発電システム
の動的解析 

再委託 

再委託 

(独)海洋研究開発機構 多重共振機構におけ

る変換性能に与えるスケール効果の影響解析 

佐賀大学 二次変換システムの最適化 

三菱重工鉄構エンジニアリング(株) 

東亜建設(株) 

 ・波力発電（空気タービン式波力発電） 
 ・実証研究 

(独)港湾空港技術研究所 波エネルギー吸収

港湾構造の評価 

日本大学 一次変換システムの最適化 

日立造船(株) 

(株)ジャイロダイナミクス 

 ・波力発電（ジャイロ式波力発電）  
 ・実証研究 

沖縄電力(株) 実海域選定に係るFS、発電コストの

試算、系統連系調査、事業化評価 

沖縄新エネ開発(株) 実海域選定に係るFS、関

連法規・許認可手続き調査、現地工事や管理 

再委託 

川崎重工業(株) 

 ・潮流発電（着定式潮流発電） 
 ・実証研究 

(株)IHI 

(株)三井物産戦略研究所 
 ・海流発電（水中浮遊式海流発電） 
 ・要素技術開発（浮体・係留、タービン発電機） 

(株)東芝 

東京大学 

 ・海洋温度差発電 
 ・要素技術開発（熱交換器） 

佐賀大学 

(株）三菱総合研究所 
 ・情報収集・分析 

みずほ情報総研(株） 
 ・性能試験方法等 

2/3 
共同 
研究 

委託 
研究 

委託 
研究 

神戸製鋼所（株） 
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３. その他重要事項 

（１）運営・管理 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の

研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確

保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究

開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（２）複数年度契約の実施 

平成２３年度に新規に採択する研究開発テーマについては、原則として、単年度

もしくは平成２３年度～平成２４年度の複数年度契約を締結する。 

 

 

26 
 


